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研究成果の概要（和文）：個人情報保護制度の見直しに関し、プライバシー保護のために必要な理論的基礎を提示し、
個人情報保護法改正に向けた検討過程において、「プライバシー保護」も考慮した法制度の整備に向けた検討に必要な
研究成果を提供した。
行政手続番号法における特定個人情報保護評価を実施するにあたり、本研究における成果の一つであるプライバシー影
響評価手法に係る知見が当該評価手法の策定において参照され、当該評価を実施するにあたって地方自治体における当
該評価の第三者点検作業にも関与することで、プライバシー影響評価を実施するために必要な理論的基礎だけでなく実
務への実装に至るまでの過程において本研究の成果が活かされている。

研究成果の概要（英文）：This research presented theoretical and significant basis necessary for 
protecting privacy with respect to the review of the personal information protection system in Japan by 
considering the new dimension of the way to protect our privacy.
The research result also contributed to consider and conduct the specific personal information protection 
assessment under the National ID Act in accordance with the method of the Privacy Impact Assessment, 
which is one of the finding of this research referred to in the development of the evaluation guiding 
principles. Futhermore, the results of this study have been utilised in the process leading up to the 
implementation to the practical not only theoretical basis required to implement the privacy impact 
assessment and carrying out the third party assessment by local governments.

研究分野：憲法、情報法

キーワード： 個人情報　プライバシー　プライバシー保護技術　プライバシー影響評価　PETs　PIA　パーソナルデー
タ

  ２版



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 ネットワークの利用環境は、クラウド・コ
ンピューティング、ソーシャル・ネットワー
キング・サービス（ＳＮＳ）、コンシューマ
ー・ジェネレイティド・メディア（ＣＧＭ）、
スマート・グリッド、ライフログ、行動ター
ゲティング広告、DPI(ディープ・パケット・
インスペクション）をはじめとして、日々新
たな技術開発とそれらを利用したサービス
が提供されている。それに伴い、個人情報・
プライバシー保護をめぐる新たな課題が生
じている。 
 一方、プライバシーの権利概念は、「プロ
ッサーの四類型」が提唱されたのは 1960年。
アラン・ウェスティン教授が「自己情報コン
トロール権」を提唱したのが 1967 年。イン
ターネットどころかコンピュータの普及以
前の時代である。我が国は、プロッサーの四
類型を「宴のあと事件判決」において採用し、
佐藤幸治教授が国内において自己情報コン
トロール権説を展開し、プライバシーの権利
概念の通説とされるに至っている。 
 その後、半世紀が経過し、広く一般にイン
ターネットの利用が普及するとともに、ネッ
トワークの利用環境が大きな変化を遂げて
いる現在に至っても、これらの学説が未だに
通説となっており、権利概念及び不法行為の
成立要件についてはいずれも従来の見解が
踏襲され続けてきた。 
 その影響は我が国の法制度にも影響を及
ぼしている。例えば、社会保障・税番号の導
入のための行政手続番号法の制定や個人情
報保護法の改正へ向けた検討においても、い
ずれの議論においても、個人情報の適正な取
扱いと保護の問題についての議論に終始し、
プライバシーの権利を保障するための法制
度上の議論はなされていない。 
 これは、半世紀に渡って議論が停滞してい
るがゆえに、プライバシーの権利の「解釈論」
を続けてはいるものの、「立法論」的な側面
からの議論は行われていないことの表れで
もある。 
 
２．研究の目的 
本研究は、ネットワーク社会における個人
情報の取り扱いやプライバシー侵害事例の
分析を行うことで、プライバシー保護の基礎
となる普遍的原理が確立していれば、ネット
ワークの利用環境が変化しても、新たに発生
した現象にパッチワーク的に問題解決の方
法を検討することなく、解決の方途を導きだ
すことができるとの着想に基づいた研究で
ある。 
ネットワークの利用環境の変化に対応し
たプライバシー保護方策のあり方を研究す
ることにより、プライバシーの権利保障のた
めの権利概念の明確化を目指すものである。
これにより、プライバシーの権利保障も可能
な個人情報保護法制の整備と、ネットワー
ク・サービスにおけるプライバシー保護技術

（PETs）の適切な実装方法を提唱する。 
 
３．研究の方法 
研究目的を達成するための研究方法とし
て、（１）新たなネットワーク・サービスの
利用に伴うプライバシー保護のための課題
抽出、（２）プライバシーの権利概念の明確
化、（３）プライバシー侵害に係る不法行為
の成立要件の新類型の提唱、（４）プライバ
シーの権利保障も可能な個人情報保護法制
の整備に向けた提言、（５）ネットワーク・
サービスにおけるプライバシー保護技術
（PETs）の適切な実装方法の提唱について、
(a)ネットワーク利用環境の把握（ネットワ
ーク利用サービスの現状調査）、(b)文献・資
料調査（国内外の学説・判例・立法及び行政
資料等）、(c)プライバシー保護関係者及び団
体(Privacy Advocates)を中心とするヒアリ
ング調査、(d)国際会議における報告及び議
論を実施した。 
 
４．研究成果 
個人情報保護制度の見直しに関し、プライ
バシー保護のために必要な理論的基礎を提
示し、個人情報保護法改正に向けた検討過程
において、「プライバシー保護」も考慮した
法制度の整備に向けた検討に必要な研究成
果を提供した。 
行政手続番号法における特定個人情報保
護評価を実施するにあたり、本研究における
成果の一つであるプライバシー影響評価手
法に係る知見が当該評価手法の策定におい
て参照され、当該評価を実施するにあたって
地方自治体における当該評価の第三者点検
作業にも関与することで、プライバシー影響
評価を実施するために必要な理論的基礎だ
けでなく実務への実装に至るまでの過程に
おいて本研究の成果が活かされている。 
なお、本研究期間の終了までに、個人情報
保護法の改正案がとりまとめられるなど、本
研究は我が国の個人情報保護制度の見直し
に向けた検討と同時進行で実施したことか
ら、単なる基礎理論の研究にとどまらず、個
人情報保護法改正に向けた検討課題の実際
の議論にも多大なる貢献をするに至った。 
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